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【物理探査ハンドブック】

（1998 年初版発刊，2016 年増補改訂版発刊，2023 年

第三版発刊）

物理探査全般を網羅し，基礎理論からデータ取得技

術，データ解析技術まで詳しく解説。探査手法の歴史

から最新の技術動向まで紹介。物理探査のすべてが著

された唯一の書物である。

【学術講演会&現地見学会】

春季と秋季の年 2 回開催され，毎回約 60 編の一般講

演のほかに，シンポジウムや特別講演が企画される。

また，秋の学術講演会では現地見学会も開催され，幅

広く技術について意見交換が行われている。

【会誌「物理探査」】

物理探査技術および関連諸学問分野に関するさまざ

まな情報の発信を目的として，1948 年より年 6 号発刊

（2012年より年4号発刊）。論説・論文・ケーススタディ・

技術報告・講座・解説・短報などを掲載している。

2017年より電子化し，J-stageから閲覧できる。

【英文誌「Exploration Geophysics」】
オーストラリアおよび韓国の物理探査学会と共に英

文誌「Exploration Geophysics」を 2004年より発刊。ケー

ススタディ（野外調査などでの調査事例），データ解釈

技術，地下探査理論構築など，幅広い意味での「物理

探査学や応用物理学」に基づく調査研究成果を提供。

物理探査学会会員は，過去の論文をウエブサイトから

閲覧できる。

【物理探査ニュース】

会員に限らず一般の方へも物理探査技術を理解して

もうために 2009 年より年 4 回発刊。物理探査技術を分

かりやすく紹介すると共に，最新の技術や学会の活動

について，タイムリーに提供する。学会 HP より過去の

発行物やシリーズ物をまとめて閲覧できる。

【物理探査ニュースハイライト】

各年の物理探査ニュースの中から「皆様におすすめ

したい！」記事をセレクトした特集号として，2017 年

より発刊。

【SEGJ国際シンポジウム&テニクカルツアー】

海外の物理探査学会との共催により，当学会主催の

SEGJ 国際シンポジウムを 1990 年から 2 ～ 3 年毎に開催

している。テクニカルツアーも開催され，海外の研究

者との意見交換が行われている。

【図解物理探査（HP）】
物理探査の原理や応用を絵を多く用いて平易に紹介

する解説書で，学会ホームページで閲覧できる。

【英語版物理探査適用の手引き－土木物理探査マニュアル－

（EAGEより2013年発刊）】

「新版　物理探査適用の手引き－土木物理探査マニュアル」

の英語版で，国内の技術者が英訳した後，EAGEの校正を経

ている。

【地下を診る技術「驚異の物理探査」】

物理探査がどのように社会に役立っているのかとい

う視点を重視して，物理探査技術を紹介。一般の方だ

けでなく，物理探査ユーザーや，社内研修などの教材

としても使用可能である。

【電子出版】

(1)「学術講演会論文集」DVD版（1970年秋期（第43回）

から 2008 年春期（第 118 回）までを全て DVD に収録し

ている。）

(2)物理探査1948 ～ 2007年DVD版（物理探査学会誌「物

理探査」を 1948 年（Vol.1）から 2007 年（Vol.60）まで 
DVD１枚に収録している。）

(3) 国 際 シ ン ポ ジ ウ ム 予 稿 集（Proceedings of SEGJ 
International Symposium）第 1回～第 8回（国際シンポジ

ウム論文集第 1 回（1990）から第 8 回（2006）までを

DVDに収録している。）

【統合物理探査による地盤物性評価と土木建設分野への

適用】

統合物理探査調査研究委員会

（2013 年 1 月から 2017 年 12 月）により検討・整理し，

新たな視点で「物理探査の利用と物理探査による地盤

の解釈」についてまとめている。HP から無料でダウン

ロードできる。

講演会・シンポジウム 出版物

学会誌・ニュース



物理探査学会の前身である物理探鉱技術協会は，物

理学的・化学的地下探査に関する学問および技術の進

歩・発展・普及と会員相互の親睦・連絡を図ることを

目的として，1948年（昭和23年）5月に創立された。

創立当初の個人会員は416人，賛助（特別）会員は18
社であり，初代会長（委員長）は飯田汲事氏であった。

また，学会創立に遅れること 1 か月にして会誌「物理探

鉱」第 1 巻第 1 号が発刊された。当時の事務局は川崎市

にあった商工省地下資源調査所内（後に通商産業省地

質調査所，現在，（国研）産総研地質調査総合センター）

におかれた。

その後，本学会は我が国の物理探査技術の発展とと

もに順調に成長している。この間 1980 年 1 月には会の

名称を物理探鉱技術協会から物理探査学会に，また

1986 年には会誌名を「物理探鉱」から「物理探査」へ

と改名した。さらに，地質調査所内に設置されていた

事務局は地質調査所の筑波移転に伴い，1979 年に東京

都港区高輪に，1987 年に東京都大田区中馬込へ，さら

に2006年に現在の東京都千代田区東神田へと移転した。

本学会は 2001 年 12 月に文部科学省より社団法人の認

可を，その後一般社団法人を経て 2013 年 5 月には公益

社団法人として内閣府より認定を受けた。そして，年 2
回の学術講演会や、国際シンポジウムによる研究発表，

知識技術の交換，会員相互および内外の関連学会との

連携協力等を行うことにより，物理探査学の進歩普及

を図り，わが国の学術の発展に寄与することを目的と

した法人として活動を行っている。

本会は，物理探査およびその応用分野に関し学識経

験を有する会員および本会の事業を支援する会員によ

り成り立っており，会長をその代表者としている。

全会員の総意を表わす議決機関は社員総会で，これ

には毎年 1 回開かれる通常総会と必要に応じて会長が招

集する臨時総会がある。

本会の社員は，全会員による選挙で選ばれた代議員

80 ～ 120 名で構成される。本会における役員は社員総

会で選ばれた理事 10 ～ 20 名と監事 1 ～ 2 名から成り，

会長 1 名，副会長 2 名は理事の互選による。また，理事

で構成される理事会では会務を遂行し，社員総会では

会務を審議する。監事は本会の会務および財産の状況

を監査する。

会務の処置には 9 つの常置委員会が分担してあたり，

必要に応じて臨時委員会が設置される。

加えて現在は従来にも増して防災，社会インフラ維

持整備、カーボンニュートラル推進等の公益に資する

活動を強化している。

また国際活動を活発化し，現在米国物理探査学会，

欧州物理探査学会，オーストラリア物理探査学会，韓

国物理探査学会，米国環境・土木物理探査学会，ベト

ナム地球物理学会、中国石油物理探査学会およびイン

ドネシア物理探査学会との協力協定を締結している。

2004 年には，オーストラリア物理探査学会および韓国

物理探査学会との 3 学会で，英文誌を共同で出版するこ

とを開始し，2011 年までに 8 回の特別号を発刊した。

2012 年 か ら 豪 州 物 理 探 査 学 会 の「Exploration 
Geophysics」（EG）を継承する形で，三学会共同での英

文誌発行を開始している。

2009 年より，会員に限らず物理探査技術の理解を広

めるために「物理探査ニュース」を年4回発刊している。

また，会誌「物理探査」は学術情報の利便性・流通性

の向上を目的として，2017年より電子化された。

2019年には日本の物理探鉱100周年を記念した講演会

を開催した。2020 年初頭ころからの新型コロナウイル

ス蔓延により 2020 年度春季学術講演会，物理探査セミ

ナーやキャンパスビジットは中止に追い込まれたもの

の，同年秋頃からは、オンライン或いは現地開催との

ハイブリッド開催により再開している。合わせて，学

生会員の年会費免除を通じて，コロナ禍による学生会

員の収入減対応を行うなど，環境の変化に応じて探査

技術の進歩，普及促進に注力している。

物理探査の普及や関連学会との協力などを目的として，

以下の活動等を行っている。

【講習会等の開催】

各種探査手法の基礎を講義する物理探査セミナー（3日
間）を 1985 年より開催している。応用例の講義等，テー

マを絞ったワンデーセミナーのほかキャンパスビジット

を開催している。

【海外学会による教育プログラムの日本開催】

SEG（Society of Exploration Geophysicists）や EAGE（Eu-
ropean Association of Geoscientists & Engineers）が主催する

各種教育プログラムの日本開催を支援し，開催案内・参

加者募集・会場運営を行っている。

【研究会活動】

会員の関心の高い分野・テーマについて調査研究を行

うための研究会活動を行う。現在，地盤探査研究会，地

震防災研究会が活動を行っている。また必要に応じて研

究委員会を立ち上げ，特定のテーマに関する研究を行っ

ている。

【国際交流活動】

海外の物理探査学会との共催により，当学会主催の

SEGJ国際シンポジウムを 1990年から 2 ～ 3年毎に開催し

ている。最近では第 14 回を 2021 年 10 月にオンラインで

開催した。また，協力協定を締結した海外の物理探査学

会と会誌交換や講演会参加による交流を行っている。

【社会貢献事業】

物理探査技術の研究開発・応用開発の成果を社会貢献

に役立てることを目的として，受託研究を行っている。

また，青少年・一般社会人を対象としたアウトリーチ活

動を展開する場の創出を目的として，市民公開講座を開

催している。

【国内学会との交流】

日本地球惑星科学連合大会で，物理探査に関するセッ

ション開催やブース出展し，物理探査に関して，他学会

と交流を行っている。
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会員サービス 

オンライン開催風景

SEG地熱ワークショップ風景

JpGU物理探査学会デスク展示風景

オンライン開催のシンポジウム風景

【電子ライブラリ】

過去の学術講演会論文集，会誌，国際シンポジウム論

文集が PDF 化され，キーワードで検索，閲覧，保存が可

能である。

【SEG Global Meeting Abstract のダウンロードサービス】

当学会会員は SEG Global Meeting Abstract を閲覧でき

る。SEG Global Meeting Abstract は米国物理探査学会の

Global Meetings と Conferences で出版され，多くが 4 ペー

ジで，図を含んでいる。

【学会刊行物への投稿・参加】

会誌「物理探査」，英文誌「Exploration Geophysics」，学

術講演会への会員価格での投稿。「物理探査ニュース」へ

の投稿が可能である。

【フェイスブック】　

https://www.facebook.com/segjfbsite/
会員間のリアルタイムでの情報共有や，学

会活動，物理探査について広く知っていただ

くことを目的に学会のフェイスブックを開設

している。

【賛助会員】

学会HPや物理探査ニュースで賛助会員リストを公表し

ている。会誌「物理探査」，英文誌「Exploration Geophysics」，
「物理探査ニュース」を発送。学術講演会での企業展示，

学会HPでのバナー広告の掲載等が可能である。

（物理探査ニュースNo.53）

（物理探査ニュースNo.52）
（物理探査ニュースNo.56）

（物理探査ニュースNo.56）

会長 1名

副会長 2名

総務財政委員会理事会

理事：10－20名

学術講演委員会

会誌編集委員会

ニュース委員会

企画開発委員会

事業委員会

国際委員会

会員広報委員会

表彰委員会

臨時委員会

代議員
80-120名

会員

社員総会

監事

1-2名




